
資料４－２ 

電解次亜塩素酸水の論点整理 

 

＜これまでの合同会合の審議における論点＞ 

論点１：同一地域に電解次亜塩素酸水を長期間散布しても、ダイオキシン類の生成の

問題がないか検討が必要 
論点２：電解次亜塩素酸水を散布した際に生じるハウス内の塩素ガス濃度について長

時間の実測データが必要（植物体や土壌に付着した電解次亜塩素酸水から塩

素ガスが発生し、その濃度が高くならないか） 
論点３：電解次亜塩素酸水の散布によるハウスの腐食について検討が必要 

 

＜上記論点に関して新たに提供された情報＞ 

 上記の論点の検討に資するため、新たに電解次亜塩素酸水のハウス内散布による影響

調査結果が提供された（別紙１）。 
○調査対象 

 ・試験区 

場所：鉄骨製ビニールハウス（千葉県内の野菜農家） 

築年数：15年 

使用開始時期：平成15年８月から現在まで 

使用頻度：毎年４月から11月までの８ヶ月間、週２回程度 

電解次亜塩素酸水：塩化カリウムと飲用適の水を用いて製造  

 pH2.65、有効塩素濃度40ppm 

１回あたりの散布量：約170L/10a（散布時間３分） 

 ・対照区（電解次亜塩素酸水を散布していない） 

   場所：鉄骨製ビニールハウス（電解次亜塩素酸水の影響は及ばない試験区からお

よそ3km離れた地点） 

   築年数：12年 

○調査日 

調査日：平成22年 4月 1日（気温18℃、天候くもり） 

○調査内容 

・土壌中のダイオキシン類の分析：平成22年 4月報告 

 （ハウス中央付近の表層の土（地下約５㎝まで）の土を約200gを採取し測定） 

・ハウス内塩素ガス濃度の測定：平成22年 8月報告 

（地上から約1.5mのポイントにて検知管により測定） 

・ハウスへの腐食影響に関する調査：平成22年 8月報告（目視による調査） 

 

＜論点１の検討に資する試験結果＞ 

 電解次亜塩素酸水を散布後の土壌中におけるダイオキシン類の生成についての試験結

果 

上記ハウス内の土壌（試料 A）及び電解次亜塩素酸水を散布していないハウス内

の土壌（試料 B）中のダイオキシン類の濃度を測定した結果、試料 A が

5.0pg-TEQ/g-dry、試料Bが 4.7pg-TEQ/g-dry であった。 

 



（参考） 

・ダイオキシン類による土壌の汚染に係る環境基準：1,000 pg-TEQ/g-dry 

・土壌中のダイオキシン類濃度調査結果（平成21年 環境省(別紙２)) 

 

 一般環境 

把握調査 

発生源周辺状況 

把握調査 

合計 

調査数 831 地点 242 地点 1073 地点 

平均値(pg-TEQ/g) 2.8 4.1 3.1 

濃度範囲(pg-TEQ/g) 0～190 0.00096～170 0～190 

 

＜論点２の検討に資する試験結果及び考察＞ 

電解次亜塩素酸水を散布した際に生じるハウス内塩素ガス濃度についての試験結果

及び考察 

・電解次亜塩素酸水に浸漬させた直後のカット野菜や電解次亜塩素酸水に潅水させ

た直後の土壌の有効塩素濃度を測定したデータがあり、いずれも有効塩素（HClO

や ClO-）が検出されないとの結果が得られている（別紙３、４）。その理由とし

ては、有効塩素が野菜や土壌に触れると直ちに反応し、活性の低い無機塩化物や

有機塩化物に変化するためと考えられる。また、その反応は不可逆であり、反応

後にこれらの塩化物が塩素ガスに変化する可能性は少ないと考えられる。 

・以上のことから、作物や土壌に付着した電解次亜塩素酸水由来の塩素ガスが発生

する可能性は低く、従って、ハウス内の塩素ガス濃度は、電解次亜塩素酸水散布

直後が最も高いと考えられる。 

・電解次亜塩素酸水を散布直後のハウス内塩素ガス濃度を測定した結果、0.025ppm

であった（参考 作業環境評価基準値0.5ppm）。 

 

＜論点３の検討に資する観察結果＞ 

 電解次亜塩素酸水の散布によるハウスの腐食についての観察（目視）結果 

  上記ハウス及び電解次亜塩素酸水を散布していないハウスの錆の状況は以下の

写真のとおり（別紙１・Ｐ５、６）。 

   
試験区（築15年）        対照区 (築 12年)  



参考 
 

 
電解次亜塩素酸水の過去の検討内容について 

 
 

（１）有効塩素濃度について 解決済み 

（論点） 

装置の種類により有効塩素濃度がどの程度変わるかを示す資料が必要（第６回

合同会合）。 

（対応） 

 有効塩素＊濃度について薬効及び安全性を担保できる範囲のものを特定防除

資材の対象とすることを提案（第７回合同会合）。 
 なお、特定農薬の指定にあたり要件を設けることについては、事務局より可

能と回答（第６回合同会合）。 

（論点） 

製造後、時間とともに有効塩素濃度がどの程度減少するかという情報を使用

者に対して提供すべき（第６回合同会合）。 

（対応） 

 電解次亜塩素酸水の有効塩素濃度の安定性に関する試験結果から、直射日光

が当たらないような条件であれば安定性が高いとの結論（第７回合同会合資料

10概要81）。 

 
＊ 有効塩素とは、HClO や ClO-などの反応性の高い塩素化合物で、水中では Cl2と平衡状

態にある。 
 

（２）臭素酸濃度について  解決済み 

（論点） 

 原材料の品質に関する規定がないため、臭素の多い原材料を用いた場合に電

解次亜塩素酸水中の臭素酸の濃度が高くなる可能性がある。また、現在のデー

タでは臭素酸が作物にどの程度残留するのか分からないため、ワーストケース

でどのようになるのかの確認が必要（第６回合同会合）。 

（対応） 

 原材料として食塩、塩化カリウムを用いた場合の試験結果から、塩化カリウ

ム等臭素濃度の低いものを原材料として用いるのであれば、生成する臭素酸量

は問題とはならないとの結論（第７回合同会合資料10概要82、83）。 

 

（３）亜塩素酸濃度及び塩素酸濃度について 解決済み 

（論点） 

 塩素酸及び亜塩素酸の濃度についての資料が必要（第６回合同会合）。 

（対応） 

 塩化ナトリウムを用いて製造した電解次亜塩素酸水中の塩素酸及び亜塩素

酸濃度に関する資料を提出（第７回合同会合資料10概要84）。 



 

  （４）特定防除資材の検討対象とする電解次亜塩素酸水の要件について   

→ 提案の条件で試験をスタート 

（論点） 

 不純物が生成する可能性があることから、特定農薬に指定するにあたっては、

一定の要件を設ける必要があるのではないか（第７回合同会合事務局提案）。 

（対応） 

事務局から、今後検討を行う電解次亜塩素酸水の要件について提案した。そ

の取扱いを審議した結果、以下の条件で試験をスタートすることが了承された

（第10回合同会合） 

 

「塩化カリウムまたは塩酸と飲用適の水を用いて生成された電解次亜塩素酸水

であって、pH6.5以下、有効塩素濃度10～60mg/kgのもの」 

 
（５）魚毒性試験に関する資料について  解決済み 

（論点） 

 農家等が電解次亜塩素酸水を散布した際に、魚類等へも影響がないよう確認

が必要（第６回合同会合）。 

（対応） 

 電解次亜塩素酸水のコイに対するLC50は、登録農薬における魚毒性の判定基

準に照らすと、最も魚毒性が低いA類に該当する。 

 また、水産動植物への毒性試験結果より試算した登録保留基準値は190 mg/L

となるが、仮に電解次亜塩素酸水を水田に散布した場合の環境中予測濃度（PEC 

Tier1）は 15.1 mg/L であり、これは登録保留基準に比して十分に低いことか

ら、魚類等への影響は少ないと考えられる（第９回合同会合）。 

 
（６）陰極（アルカリ）側の排水について  解決済み 

（論点） 

 電解次亜塩素酸水を生成する際の副産物である陰極側から得られる水溶液

の排水処理について確認が必要。 

（対応） 

 電解次亜塩素酸水製造装置の取扱い説明書に適切な処理方法を記載すると

の結論（第９回合同会合製造装置メーカーの報告）。 

 
（７）ダイオキシン類について  

（論点１） 

 ダイオキシン類が生成する可能性が否定できないため、同一地域に電解次亜

塩素酸水を長期間散布しても、ダイオキシン類の生成の問題がないか検討が必

要（第９回合同会合）。 
 

（対応） 

  本合同会合で検討。 



 
（８）使用に伴い発生する塩素ガス等の影響について 

（論点２） 

 作業者安全の観点から、電解次亜塩素酸水を散布した際に生じるハウス内の

塩素ガス濃度について長時間の実測データが必要（植物体や土壌に付着した電

解次亜塩素酸水から塩素ガスが発生し、その濃度が高くならないか）。 

（対応） 

本合同会合で検討。 

 

（論点３） 

 電解次亜塩素酸水の散布による、ハウスの腐食について検討が必要。 

（対応） 

 本合同会合で検討。 

 

 なお、製造中の機械から発生する塩素及び水素ガスに由来する問題について

は、特定防除資材の安全性等には直接関わらない事項であるため、合同会合で

は検討しないと整理された（第７回合同会合）。 

 










